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①(課題)情報発信が一方通行で利用者に届いていない場合がある。
　(取組)本事業の周知方法について、過年度に引き続き、更なる利用登録を促すため、広報誌に加え、妊娠届等の各種届け出時に案内を行い、対象者
に確実に支援を届ける基盤を整備する。さらに今年度は、個別化・多様化したサービスの提供にステップアップする。

②(課題)特に支援が必要な世帯(孤立しがちな家庭、複雑・複数の問題を持った世帯など)を見つけ支援につなげる仕組みが不十分。
　(取組)今年度より重層的支援体制整備事業を実施。子育て家庭の孤立、貧困、児童虐待など、地域における複雑化・深刻化した福祉課題を解きほぐ
す、分野を問わない支援体制(受け皿)を整備し、これまでの定期的な相談やフォローアップ体制をよりステップアップさせている。

③(課題)従来の広報誌等の情報発信では、充分に情報が届かない層(外国人など）への配慮。
　(取組）多言語化対応し、日本語に不慣れな子育て世帯の不安を軽減させ、これまで充分に情報が行き届かなかった層への環境を整備した。
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⑤

⑥

⑤

④

（アウトカム) 

70(R6年度見込）① 交付金事業に対する事業対象者（住民等）の満足度（該当事業に限る。） ％ 70(R7年度）

％③ 結婚、妊娠・出産、子育てに前向きになったと感じた人の割合（該当事業に限る。）

② 希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合（該当事業に限る。） ％

④

⑦

⑧

70 57

（アウトプット）

① システム利用者数

参考指標
※全事業共通

項目 単位 直近の実績値（時点）

合計特殊出生率 1.10(H24年)
婚姻件数 件 14(R4年)
婚姻率 2.4(R4年）

8.1（令和３年）
子育て講座延べ参加者数 人 50（令和7年） 70（令和３年）

未就園児親子交流の場参加率

③

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

番号 項目

人

100人以上(令和７年) 76（令和6年）
少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標
※全事業共通

KPI項目 単位 目標値（時点） 現状値（時点）

年少人口数 人

人

個
別
事
業
の
内
容

％ 30.0（令和7年）

現状維持(令和７年) 324（令和6年）
５歳未満人口数

〇 ※上記対象経費支出予定額に本交付金の対象外となる経費は含まれていない。

＜過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）＞

＜本個別事業の位置付け＞

過年度に引き続き、妊娠期から子育て期までの一貫した支援体制整備を目的に、ICTを活用した「いつでもどこでもアクセス可能な
情報ツール」を通じ、子育て世帯に響く情報発信やサービスを提供。
ライフステージに合わせたきめ細やかなフォローを心がけ、妊娠期から乳幼児期、さらに学童期への移行にもスムーズに情報提供
できるよう工夫する。本事業では、個々のニーズに応じ必要な情報を積極的に提供し、出産や育児に伴う不安感の軽減に寄与して
いる。また事業への参加や相談のきっかけを作り、信頼関係構築にも繋がっている。

1

内容

198,000

本町の総合計画の重点プロジェクトでもある「結婚・出産・子育てPJ」にも位置づけられ、安心して子どもを生み、育てる
ことのできる環境整備の一環として、子育て支援施策につなぐ入り口として活用しているものである。
妊産婦、子育て世帯に寄り添う支援を提案し、妊娠・出産・子育てに対する不安を軽減させるとともに、子育ての喜びを
ともに感じ、地域で輝ける温かい社会づくりを推進する。
ライフステージに合わせたきめ細やかなフォローを心がけ、妊娠期から乳幼児期、さらに学童期への移行にもスムーズ
に情報提供できるよう工夫する。個々のニーズに応じ必要な情報（電子母子健康手帳機能、予防接種スケジュール管
理機能、イベント情報、子育て支援等に関するプッシュ通知等）を積極的に提供し、出産や育児に伴う不安感の軽減と
支援施策への円滑な接続を図る。

【具体的な配信内容】
・子育て支援事業やサービスについての情報を提供、利用者の声を聞き取り、配信内容に反映させることで、安心して
子どもを産み、育てることのできる環境と雰囲気を醸成する。
・母子健康手帳サポート機能を活用し、子どもの成長をアプリで記録・管理を促進する。
・予防接種や健診の受け忘れがないよう、予定日が近づくとプッシュ型の案内を配信。
・体験型イベントの案内と開催後の事業の様子を掲載し、認知度向上と参加しやすい雰囲気を醸成する。
・アプリを多言語対応にし、従来の広報誌等の情報発信では、充分に情報が届かない層(外国人など）への配慮を行
い、不安軽減を図る。多文化共生の観点を持ち、誰もが安心して子育てや生活ができる温かい地域作りを進める。

0

0 0 0

0

2

区分

198,000 0 0 0

3

＜自治体における少子化対策の全体像＞※全事業共通

本町では少子高齢化の進展、若者・子育て世帯の流出により、人口減少への対応が課題となっている。本町の総合計画の重点プ
ロジェクトには「結婚・出産・子育てPJ」を掲げ、安心して子どもを産み育てる環境の整備体制を強化しているところであるが、少子
高齢化・人口減少に伴い、地域での支え合い機能の脆弱化し、子育て家庭の孤立、貧困、児童虐待など、当町における福祉課題
は複雑化、深刻化している。これまで以上に分野を問わないシームレスな支援体制の整備を構築すべく令和６年度より重層的支
援体制整備事業を実施している。

番号 項目

0 0 0 0 0

0 0

対象経費支出予定額

対象外経費支出予定額

諸謝金

委託料

区分

総事業費

対象経費支出予定額

0

対象外経費支出予定額

役務費

0

0

0

0

総事業費

吉野町子育てモバイルシステム事業

198,000 0

0

賃金 報償費 旅費 需用費

198,000

0 198,000

0 0

00

令和4年度

0

0

継続

0

令和8年3月31日 事業開始年度

0 差引額（Ａ-Ｂ）（円） 198,000

実施期間 令和7年4月1日 ～

総事業費（Ａ）（円） 198,000 寄付金その他の収入予定額（Ｂ）（円）

対象経費支出予定額（円）
※補助率を乗じる前の額

別紙様式第１　様式２ ①

（令和６年度補正分） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

使用料及び賃借料 備品購入費 負担金 補助金 計

個別事業名

区分 一般メニュー

関連事業メニュー 3_1 その他、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

自治体名

本事業の担当部局名 長寿福祉課　保健センター

事業メニュー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業

奈良県吉野町

新規／継続
(一般財源での
実施も含む)


